
 1

   岡崎市介護保険関係資格取得研修受講料等補助金交付要綱 

 

 （通則） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」

という。）に規定する居宅サービス、地域密着型サービス、居宅介護

支援、施設サービス、介護予防サービス、地域密着型介護予防サービ

ス、介護予防支援又は介護予防・日常生活支援総合事業（法第115条

の45第１項第１号イに規定する第一号訪問事業、同号ロに規定する第

一号通所事業又は同号ハに規定する第一号生活支援事業をいう。）を

提供する事業所（以下「介護サービス事業所」という。）が、その所

属する職員に対し、資質向上を図るための研修又は業務に必要となる

資格試験等を受講又は受験させるために必要な費用の全部又は一部を

負担又は補助する事業（以下「補助事業」という。）を実施した場合

に、事業実施に要する費用の一部を予算の範囲内で岡崎市介護保険関

係資格取得研修受講料等補助金（以下「補助金」という。）として交

付することとし、その交付に関して、岡崎市社会福祉法人助成手続条

例（昭和43年岡崎市条例第15号）及び岡崎市市費補助金等に関する規

則（昭和34年岡崎市規則第３号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、必要な事項を定める。 

 

 （目的） 

第２条 この補助金は、市内の介護サービス事業所に所属する職員の資

格取得及び研修受講によるキャリアアップを支援することにより、離

職防止及び定着促進を図るとともに、介護サービス事業所が昇給の仕

組み作りと所属する職員の資格取得の支援を行うことにより、より魅

力のある事業所となり、介護経験者の復職と新たな人材確保につなげ

ることを目的とする。 

 

 （補助対象事業者） 

第３条 この補助金の交付対象となる事業者は、市内において次に掲げ

る事業のいずれかを行う介護サービス事業所とする。（以下「補助対

象事業者」という。） 

ただし、第１号から第８号に規定する事業と同種のサービスにあた

る第１号から第８号に規定する事業を実施している事業所にあっては、

１の事業所とみなすものとする。 

 ⑴ 法第８条第１項に規定する居宅サービス（訪問看護、訪問リハビ

リテーション、居宅療養管理指導、福祉用具貸与及び特定福祉用具

販売を除く。）を行う事業 

 ⑵ 法第８条第14項に規定する地域密着型サービスを行う事業 

 ⑶ 法第８条第24項に規定する居宅介護支援を行う事業 

 ⑷ 法第８条第26項に規定する施設サービスを行う事業 

 ⑸ 法第８条の２第１項に規定する介護予防サービス（介護予防訪問

看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指

導 、 介 護 予 防 福 祉 用 具 貸 与 及 び 特 定 介 護 予 防 福 祉 用 具 販 売 を 除
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く。）を行う事業 

 ⑹ 法第８条の２第12項に規定する地域密着型介護予防サービスを行

う事業 

 ⑺ 法第８条の２第16項に規定する介護予防支援を行う事業 

 ⑻  法第115条の 45第１項第１号イに規定する第一号訪問事業、同号

ロに規定する第一号通所事業又は同号ハに規定する第一号生活支援

事業 

 

 （補助対象経費） 

第４条 事業実施年度内に補助対象事業者が負担又は補助した別表の左

欄に掲げる研修の受講料（以下「研修受講料」という。）及び試験の

受験手数料（以下「受験手数料」という。）のうち、次に掲げる経費

を合算したものを対象とする。 

 ⑴ 補助対象事業者が研修機関又は試験機関に直接支払った研修受講

料又は受験手数料 

 ⑵ 補助対象事業者の職員が負担した研修受講料又は受験手数料に対

して、補助対象事業者が職員に支払った補助金等の経費 

２  前項の補助対象経費には、消費税法(昭和63年法律第108号 )の規定

による消費税額及び地方税法(昭和25年法律第226号 )の規定による地

方消費税を含まない。 

 

 （補助金の額） 

第５条 この補助金の額は、前条に規定する補助対象経費の合算額から、

寄附金等その他の収入額を控除した額に２分の１を乗じて得た額とす

る。ただし、算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合は、こ

れを切り捨てるものとする。なお、その額が１事業実施年度内におい

て100,000円を超える場合にあっては、100,000円を限度額とする。 

 

 （交付の申請） 

第６条 補助対象事業者は、規則第５条の規定に基づき市費補助金等交

付申請書（様式１）に当該申請書に掲げる書類を添えて、補助事業実

施の前に交付申請しなければならない。 

 

 （交付の決定） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、必要

に応じて調査等を行い、補助金の交付を適当と認めたときは、速やか

に交付の決定をするものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定をしたときは、補助

金交付決定通知書により補助対象事業者に通知するものとする。 

 

 （交付の条件） 

第８条 市長は補助金の交付を決定する場合において、補助対象事業者

に対し、補助目的を達成するために次に掲げる条件を付するものとす

る。 
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 ⑴  研修受講者及び試験受験者は、補助事業開始時点で市内の介護サ

ービス事業所に勤務しており、補助事業修了後も引き続き市内の介

護サービス事業所において勤務する意思があること。 

 ⑵ 補助事業実施後において、研修又は試験が実施される場合は、当

該研修又は試験の結果について、書面により報告すること。 

 ⑶ 補助対象事業者から職員へ補助した額について、職員より事業所

へ返還が生じた場合は、速やかに市長に報告しなければならない。 

 ⑷ この要綱に係る補助金の交付と対象経費を重複して他の補助金等

の交付を受けてはならない。 

 

 （申請の取下げ） 

第９条 補助対象事業者は、第７条第２項の規定による通知を受理した

場合において、当該通知に係る補助金の交付決定の内容又はこれに付

された条件に不服があるときは、交付決定の通知を受けた日から15日

以内に、書面により申請の取下げをすることができる。 

２ 前項の申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付

の決定はなかったものとみなす。 

 

 （変更等の承認） 

第10条 補助対象事業者は、補助事業の内容を変更しようとする場合は、

あらかじめその内容を記載した市費補助事業等変更承認申請書（様式

２）（以下「変更承認申請書」という。）を市長に提出し、その承認

を受けなければならない。 

２ 補助対象事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとする場合にお

いては、あらかじめその内容を記載した変更承認申請書を市長に提出

し、市長の承認を受けなければならない。 

３ 補助対象事業者は、補助事業が予定期間内に完了しないとき又は補

助事業の遂行が困難となったときは速やかに市長に報告し、その指示

を受けなければならない。 

４ 市長は、第１項若しくは第２項の変更承認申請書の提出又は前項の

報告があった場合には、必要に応じ補助金の交付の決定を取り消し、

又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができ

る。 

 

 （実績報告） 

第11条 補助対象事業者は、補助事業が完了したとき（廃止の承認を受

けた場合を含む。）は、事業完了の日から起算して20日を経過した日

又は翌年度の４月５日のいずれか早い日までに規則第10条の規定に基

づき市費補助事業等実績報告書（様式３）に当該報告書に掲げる書類

を添えて市長に報告しなければならない。 

 

 （補助金の額の確定） 

第12条 市長は、前条の規定による実績報告を受けたときは、その内容

を審査し、必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業
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の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると

認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、速やかに当該補助対

象事業者に通知するものとする。 

 

 （補助金の交付） 

第13条 市長は、前条の規定により確定した額の補助金を補助事業者か

らの請求により交付するものとする。 

 

 （交付決定の取消） 

第14条 市長は、補助対象事業者が次の各号のいずれかに該当すると認

めたときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができ

る。 

 ⑴ 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

 ⑵ 補助金を他の用途に使用したとき。 

 ⑶ 補助事業に関し、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条

件に違反したとき又は市長の指示に従わなかったとき。 

 

 （補助金の返還） 

第15条 市長は、前条に規定する場合において、補助事業の当該取消に

係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、補助対象事業

者に対し期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

２ 市長は、第８条第２号の報告を受け、研修又は試験を受講又は受験

した事実が認められなかった場合、また、同条第３号の報告を受けた

場合において、補助金の交付額の全部又は一部について返還を命ずる

ものとする。 

 

 （雑則） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項

は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 １ この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

 ２ この要綱は、令和９年３月31日限り、その効力を失う。ただし、

同日以前にこの要綱に基づき請求された補助金の交付に関しては、

同日以降もなおその効力を有する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

 

  附  則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

  附  則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
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  附  則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

  附  則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

  附  則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

  附  則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
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別表 

 

研修・試験区分 補助基準額 

生活援助従事者研修 

補助対象経費（消費税及び

地方消費税に相当する額を

除く）に２分の１を乗じて

得た額 

（ただし、算出された額に

1,000円未満の端数が生じ

た場合は、これを切り捨て

る。また、１事業実施年度

内において100,000円を超

える場合にあっては

100,000円を限度とす

る。） 

介護職員初任者研修 

実務者研修 

社会福祉士試験 

介護福祉士試験 

認定介護福祉士養成研修 

介護支援専門員実務研修受講試験 

介護支援専門員実務研修 

介護支援専門員専門研修・更新研修  

介護支援専門員再研修  

主任介護支援専門員研修 

主任介護支援専門員更新研修 

 


